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平成 23 年 2 月 25 日 
企業会計基準委員会 御中 

東京都品川区大崎 1 丁目 15 番 9 号 
光村印刷株式会社 
代表取締役社長 鈴木 繁 

 
「リース会計に関する論点の整理」について 

 
貴委員会が平成 22 年 12 月 27 日に公表した「リース会計に関する論点の整理」につい

て、下記のとおりコメントを申し上げます。 
 
1. 国際会計基準の日本への導入については、日本の企業の経営の実態、会計慣行を考

慮した、慎重な検討をすべきと考えます。上場企業全体への一律の強制適用は行う

べきではなく、企業の自主性に任せていただきたい。 
 
2. 特に、リース会計に関しては以下の理由から、導入については一層の慎重な検討が

必要と考えます。 
① わが国のリース会計基準は平成 20 年 4 月から適用されたばかりであり、短期

間の変更は企業の負担が大きく、投資家に対しても混乱を招くものであり、投

資家のためになりません。 
② リース期間を更新する可能性を見積もることが提案されていますが、実務上極

めて煩雑かつ困難であり、適正に行うことはできません。かえって会計の合理

性を損なう恐れがあると考えます。 
③ 単体決算への適用を求める場合は税法との整合性を保つべきと考えますが、現

状では全くその手当てがなされていません。 
④ 仮に適用を行うとしても、企業の実務負担に配慮し、現状の短期リースや少額

リースにおける賃貸借処理や簡便的な方法と原則的な方法との選択適用を認

めるべきだと考えます。 
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